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　政府の諮問機関である社会階層移動
委員会は10月、低賃金労働者の労働
市場における移動状況に関する報告書
を公表した。2016年までの10年間で、
７割近くが１度は低賃金労働から脱出
してより賃金の高い仕事に移動するも
のの、大半は再び低賃金の仕事に戻っ
ているという。報告書は、低賃金の仕
事が必ずしもより高賃金の仕事への橋
渡しとして機能していない状況を指摘、
より良質な雇用を作り出す雇用主の取
り組みの支援を政府に提言している。

低賃金労働からの脱出は６人に１人

　報告書は、時間当たり賃金の中央値
の３分の２を下回る賃金水準の労働者
を低賃金層と定義。金融危機に伴う景
気低迷の時期を含む、2006年から
2016年の期間における個々の労働者
の賃金水準の推移を類型化して、分析
を行っている。2006年時点の低賃金
労働者のうち、対象期間を通じて低賃
金労働に従事していた「滞留者」が全
体の25％、最後の３年間は常に低賃
金水準を上回る賃金を得ていた「脱出
者」が17％（およそ６人に１人）であっ
たのに対して、１度はより高い賃金の
仕事に就いたものの持続せず、再び低
賃 金 の 仕 事 に 戻 っ た「循 環 者」 は
48％と半数近くにのぼることが明ら
かとなった（注１）。報告書は、低賃金
の仕事が必ずしもより賃金の高い仕事
への橋渡しとして機能しておらず、大
きくは滞留者から循環者への移行にと

どまっている状況を指摘している。ま
た、女性は相対的に低賃金労働から脱
出しにくく、特に若年女性労働者でこ
の傾向が顕著だが、期間中の累計就業
年数が長いほど脱出しやすいとみられ
る（脱出者で8.3年、循環者で5.9年、
滞留者で4.5年）ことなどから、出産・
育児に伴う長期の労働市場からの離脱
や、良質なパートタイムの仕事の不足
などが、女性の滞留に影響している可
能性が指摘されている（注２）

　報告書は、より高賃金の仕事への移
動を促進するためには、賃金上昇が見
込める仕事をより多く作り出すための
雇用主の取り組みを、政府が後押しす
べきであるとしている。低賃金が蔓延
しており、賃金上昇の余地も小さいと
みられるホスピタリティ業や小売業な
どの雇用主の一部は、昇給を可能とす
るキャリア経路の整備や、より多くの
良質なパートタイムの仕事を提供する
取り組みなどを既に開始しているとい

う。女性の低賃金労働の滞留を改善す
る観点からも、また今後のEU離脱によ
りこれらの業種に多く従事するEU労
働者の減少が想定され、人手不足への
対応には国内労働者にとっての魅力を
増す必要があることからも、こうした
取り組みの拡大に向けた政府の支援が
重要である、と報告書は提言している。

最低賃金近辺の労働者は増加か

　雇用の持続的な好調（2017年６－
８月期の失業率は、1975年以降で最
低水準に低下している）にもかかわら
ず、賃金水準は金融危機以降、低迷が
続いており、実質賃金は金融危機以前
の水準を依然として下回っている。
　低賃金をめぐる状況について、シン
ク タ ン クResolution Foundationが
まとめた報告書「Low Pay Britain 
2017」によれば、被用者全体に占め
る低賃金層（賃金の中央値の３分の２
未満）の比率は、既に1980年代後半
以降から２割を超える状況が続いてき
た。しかし、2016年にはこの比率が
大きく減少、過去30年間で初めて

イギリス 低賃金労働者の状況

図表１　賃金上昇率の推移（％）

資料出所：�Office for National Statistics "UK labour market: October 2017"、Resolution Foundation 
"Low Pay Britain"
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19.3％と２割を下回ったという。こ
れには、25歳以上層向けの新たな最
低賃金制度として、昨年導入された「全
国生活賃金」（注３）の影響が大きいと
報告書はみている。全国生活賃金は、
25歳以上の労働者について、従来の
全国最低賃金額（21歳以上に適用、
2016年４月時点で時間当たり6.50ポ
ンド）より高い最低賃金額（7.20ポ
ンド）を設定するもので、2020年ま
でに平均賃金の６割の水準への引き上
げが目標とされている。報告書の試算
によれば、制度導入時点の2016年４
月における低賃金被用者は510万人で、
前年からおよそ30万人減少している。
相対的に低賃金層の比率が高い女性に
おける減少が全体の６割（18万人減）
を占めており、業種別には、低賃金労
働者を多く雇用する卸売・小売業や、
宿泊・飲食業などでの減少が大きい。
　ただし、低賃金水準未満の労働者が
減少したことは、必ずしも賃金水準の
低い層全般の減少を意味するわけでは
ない、と報告書は指摘する。低賃金業
種を中心に、最低賃金相当額の賃金水
準の労働者はむしろ増加しているとみ
られることが理由だ（注４）。報告書は、
低賃金水準未満の労働者の比率は
2020年 ま で に 被 用 者 全 体 の16 ％
（430万人）まで低下すると予測、た

だし同時に、最低賃金相当額の賃金水
準の労働者は190万人から370万人に
倍増するとの予測を示している。
　また、貧困問題を扱うジョセフ・ロー
ンツリー財団は、全国生活賃金の引き
上げなど（注５）による低所得世帯の所
得水準へのプラスの効果は、物価上昇
や社会保障給付の削減などで相殺され、
結果として低所得世帯の所得水準は必
ずしも改善しない、と指摘している。

生活賃金、インフレ考慮した引き上げ

　なお11月には、最低限の生活水準
を維持するための賃金額として、非営
利団体などが雇用主に導入を求める、
従来の「生活賃金」の改定額が公表さ
れた。ロンドンでは10.20ポンド（45
ペンス、4.6％増）、それ以外の地域で
は8.75ポンド（30ペンス、3.6％増）
で、生活必需品やサービスの価格が平
均（注６）を上回って上昇している状況
などを反映したもの。
　生活賃金の改定と併せて公表された
KPMGの報告書は、今回の改定に先
立つ2017年４月時点において、生活
賃金未満の賃金水準にある労働者を全
体の21％、550万人と推計しており、
同推計が開始された2012年以降で初
めて、前年の560万人から改善がみら
れたという。全国生活賃金の導入が影

響したものとみられるが、減少は主に
フルタイム労働者（240万人、フルタ
イム労働者全体の13％）で生じており、
パートタイム労働者（310万人、同
42％）については、前年からほとんど
変化が見られないという。年齢階層別
には、18～21歳層の７割近く（66％）
が生活賃金未満の賃金水準にある。ま
た、生活賃金未満の労働者が多い職種
は、販売・小売補助職（74万3,000人）、
キッチン・ケータリング補助職（40
万7,000人）、清掃・家事職（39万1,000
人）、介護職（27万9,000人）、未熟練
倉庫職（18万1,000人）などとなって
いる。

［注］
１　残り１割は引退者（'exiter'）。
２　ただし、こうした状況は中期的には改善して

いる。例えば1981～1991年に関する同様の分
析では、滞留者が35％、脱出者は11％。また、
滞留者には女性が多いが、これも比率は48％
から30％に減少。一方でこの間、男性では低
賃金パートタイム労働者の増加の結果として、
滞留者の比率が20％から25％に増加している。
シンクタンクのInstitute for Fiscal Studiesに
よれば、低賃金層に占める男性パートタイム労
働者の比率は、過去20年間で５％から20％に
拡大しているという。

３　後述の「生活賃金」とは異なり、実際の生計
費の算定に基づいて金額が設定されているわけ
ではない。

４　報告書によれば、従来の生活賃金（図表のと
おり、全国生活賃金より高く設定されている）
を下回る賃金水準の被用者数は、600万人から
620万人に増加している（被用者全体の23％）。

５　全国生活賃金のほか、所得税免除額の引き上
げが低所得世帯の所得水準向上に関連する施策
として考慮されている。

６　報告書が参照する2017年４月時点の消費者
物価上昇率は2.7％。なお、物価上昇には2016
年のEU離脱をめぐる国民投票以降のポンドの
下落が影響しているとみられる。

【参考資料】
Gov.uk、Resolution Foundation、Joseph 

Rowntree Foundation、Living Wage 
Foundationほか　各ウェブサイト

（海外情報担当）

図表２　生活賃金・最低賃金額の推移（ポンド）
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　４年おきに開催されるアメリカ労働
総同盟産業別組合会議(AFL-CIO)大
会が、10月22日から25日の３日間の
日程でミズーリ州、セントルイス市で
開催された。
　トラムカ会長が満場一致で３選され
たほか、AFL-CIOの活動議案が議決
された。通例は大会で政治家の挨拶が
行われてきたが、今回はその慣例を崩
し、政党と距離を置く方針が決議され、
政治家のスピーチはなかった。

労働者の権利の章典（Worker’s 
Bill of Rights）

　大会では、会長ほかAFL-CIOの役
員選挙と４年間の方針を決める大会議
案の議決が行われた。2009年にはじ
めて選出されたトラムカ会長は、対立
候補のない選挙で３選された。
　議決された議案は全部で42だが、
そのなかに、いかなる政党とも一定の
距離を置くとする議案があった。その
背景には、トラムカ会長が強く推す、
「労 働 者 の 権 利 の 章 典(Worker’s 
Bill of Rights)」の存在がある。「労
働 者 の 権 利 の 章 典」 は、2010年 に
ニューヨーク州が「家内労働者の権利
の 章 典(Domestic Worker’s Bill of 
Rights)」を州法として法制化したこ
とにはじまる。
　家内労働は、家事や子守り、介護な
どを行うもので、請負として労働者が
従事する。そのため、労働基準法で定
められた労働時間、最低賃金などの適
用から除外されている。労働組合を組
織して、元請け側である家主と団体交
渉を行うこともできない。家内という
閉ざされた空間であるため、長時間労

働や超過勤務時間分の未払い、ハラス
メント、安全衛生上の問題など、家内
労働者は元請けである家主に対して従
属的な立場に置かれることが多い。こ
うした状況を改善するため、家内労働
者の権利擁護組織が中核となって、州
議会に働きかけて作られたものが「家
内労働者の権利の章典」である。これ
により、最低賃金、超過勤務手当、休
暇など、労働基準法に準ずる保護を家
内労働者が受けられるようになったの
である。
　2014年にはサンフランシスコ市が、
「小売り労働者の権利の章典」を条例
化した。これは、日時に応じた顧客の
増減に対応するために、小売企業が労
働者を短い時間で細切れに運用するこ
とで、労働者側がまとまって働くこと
ができずに、低い所得にとどまる状況
や、小売企業で働く労働者の賃金や労
働条件が低くなっていることを改善す
ることを目的としたものである。
2015年に実施に移された「小売労働
者の権利の章典」は、小売企業で働く
労働者のシフトをまとまった時間数を
働くことができるようにすることで、
まともな年収と手当、健康保険や年金
などの社会保障を労働者に与えるもの
となった。
　AFL-CIO大会では賃金格差の解消
を掲げているが、そのための方策の一
つに、労働者の権利の章典の法制化を
置いている。この背景には、労働基準
法や労使関係に関する全国労働関係法
の適用から外れる労働者の数が増大す
るとともに、そうした労働者の労働条
件が低いままでとどまっていることが
ある。

　政党と距離を置くとした議案は、「労
働者の権利の章典」を支持する政治家
であれば、党派を問わず手を組むとす
る意味が込められている。

組織改革に着手

　大会で３選されたトラムカ会長は、
組織改革に着手することを宣言してお
り、運動と組織拡大、制度政策要求に
資源を集中するために現状のスタッフ
の人数を絞り込むとともに、部門の改
廃も行う予定である。
　そのほか、大会で議決された主な議
案は次の通り。
・全ての人に健康保険を
・�気候変動に対応した持続可能なエネ

ルギーの活用とそれによる雇用創出
・�国際連帯を通じた外交政策の促進に

よる戦争以外の解決策の模索
・労組による移民の市民権取得支援
　
　大会が開催されたミズーリ州は、
「Black Lives Matter」運動が始まっ
た場所からほど近いとともに、同州が
労働組合を作りにくくする法律である
ライト・トゥ・ワーク法制定に向かっ
た際に、労働組合が40万人の署名を
集めて阻止ししたという象徴的な場所
でもあった。

【参考】
AFL-CIOウ ェ ブ サ イ ト(https://aflcio.org/

tags/2017-convention)
　2017年11月15日閲覧

（海外情報担当　山崎　憲）

アメリカ AFL-CIO 大会が開催――労働者の権利の章典
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　ドイツでは2007年に、年金政策の
大きな転換があり、公的年金支給開始
年齢の引き上げが決定された。以降、
高齢者の就業率は増加傾向にあり、以
後もその流れを促進する政策が導入さ
れている。

2007年に年金政策を転換

　かつてドイツでは、若年者や長期失
業者の雇用機会拡大のため、高齢者の
早期退職を勧奨していた。しかし、次
第に少子高齢化に伴う「社会保障財政
の悪化」や、「労働力人口の減少」が
深刻な政策課題として語られるように
なった。そこで、公的年金制度の維持
や熟練労働者不足の解消を目的として、
2007年に公的年金支給開始年齢の引
き上げが決定された。引き上げは
2012年に始まり、2029年までの長期
にわたり、65歳から67歳へ段階的に
引き上げられる。最終的に67歳で年
金を受給するのは、1964年以降に生
まれた人である。

高齢者の就業促進策も

　公的年金を受給しながら、月450
ユーロまで非課税で働けるミニジョブ
雇用（注１）には高齢者も多い。しかし、
時給の下限がなく、低賃金労働の温床
になっているとの批判があった。その
ため2015年には、ミニジョブも含む
全労働者を対象に法定最低賃金を導入
したが、これは同時に高齢者の労働条
件の改善にもつながった。さらに2017
年１月からは、高齢者の就業を促すた
め「フレキシ年金（Flexi Rente）」を
新たに導入した。これは、法定年金受
給年齢を超えて働く高齢就業者のパー

トタイム労働と部分年金の関係を改善
するものである。具体的には、それま
で月450 （年5,400）ユーロの収入を
得ると、年金受給額の３分の２がカッ
トされていたものが、新制度では上限
が引き上げられ、月525（年6,300）
ユーロの収入を得ても、年金を満額受
け取ることができるようになった。

高齢労働者の増加

　こうした政策の影響もあり、高齢者
の就業率は、近年確実に上昇している。
60 ～ 64歳 の 就 業 率 は、2006年 に
29.6%だったが、2016年には55.7%
と２倍近くに増加した。また、65歳
～69歳の就業率は、2006年に全体の
6.6%のみだったのに対し、2016年に
は15.4%まで増加した（図）。

今後の政策展望

　現地紙（Handelsblatt）によると、
少子高齢化を背景に、政府の社会保障
予算は増加し続けている。2016年の
社会保障費は9,180億ユーロだったが、
2017年には9,620億ユーロ、2021年
には1.1兆ユーロまで増加することが
見込まれている。社会保障費の最大支
出項目は「年金」で、2000年か
ら2016年 に か け て、2,170億
ユーロから2,920億ユーロに増
加 し た。「医 療 費」 も 同 時 に
1,320億 ユ ー ロ か ら2,210億
ユーロへ増加した。
　今年９月24日に実施された
総選挙でも、年金政策は主要な
争点の一つだった。選挙結果を
受けて始まった「キリスト教民
主・ 社 会 同 盟（CDU/CSU）」、

「自由民主党（FDP）」、「緑の党（Die 
Grünen）」による連立協議（予備協議）
においても、年金政策は重要な協議事
項になっている。現時点では、選挙中
の議論を引き継ぐ形で年金に関する各
党の主張には隔たりがある。CDU/
CSUは、70歳への年金支給開始年齢
引き上げを否定するが、FDPは固定
の年金支給開始年齢の廃止と可能な限
り70歳までの就労を主張する。他方、
Die Grünenは自営も含む国民皆年金
制度の導入を求めている（注２）。

［注］
１�　ミニジョブ（僅少労働）はパートタイム労働

の一種で、収入が月450ユーロ以下の場合に、
所得税と社会保険料の労働者負担分を免除する
制度である（但し、使用者は免除されず、税金、
健康保険、年金保険の計30％の負担義務があ
る）。2003年の「ハルツ労働市場改革」で、ミ
ニジョブの報酬上限を325ユーロから400ユー
ロ（現在は450ユーロ）に引き上げた代わりに、
週労働時間の制限（上限15時間）を解除し、
時給の下限を事実上廃止した。その後、2015
年１月１日の法定最低賃金（時給8.5ユーロ）
の導入に伴い、ミニジョブもその適用を受け、
再び時給の下限が設けられた（最低賃金は
2017年に時給8.84ユーロに引き上げられた）。

２�　ドイツには、日本のような自営も含む国民皆
年金制度がない。

【参考資料】
Des ta t i s  (2017 .9 .20 )、Hande l sb la t t 

(2017.7 .26)、Bundesregierung (25. 
November 2016) ほか。

（海外情報担当）

ドイツ 年金政策の転換と高齢就業者の増加

図　高齢者の就業率 
（年齢別、2006／2016年）

資料出所：Destatis (2007) 
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　自動車大手のルノー・グループは、
2017年上半期、前年比10.4％増の
187万9,288台を販売し、半期累計と
して過去最高の販売台数を記録した

（注１）。業績好調の陰で、日刊紙ル・
パリジャンと労働組合CGTが共同で
行った調査結果によると、ルノーのフ
ランス国内の４事業所において、
2013年以降、過労が要因と考えられ
る自殺者や自殺未遂者が10人以上い
たことが判明した（注２）。最近では、
フランス北西部ノルマンディー地方の
工場で、17年４月に製造現場の労働
者が工場内で首つり自殺を図った事例
がある。同社では経営合理化を目的と
する競争力強化プランが2013年から
実施されており、労働条件が悪化した
ことが今回の従業員自殺に影響してい
るとの指摘もある。

10年経過して改善されぬ職場環境

　ル・パリジャン紙と労働総同盟CGT
のルノー工場内労組が行った調査によ
ると、パリ近郊やフランス北部ノルマ
ンディー地方ル・アーヴル近郊の工場
やベルギーとの国境近くのリール近郊
の工場などにおいて、2013年以降、
製造現場の従業員の自殺者が10人、
自殺未遂者が６人いたことがわかった。
同社では2006年10月から07年２月に
かけて、パリ郊外のギュイアンクール
技術センターで、３人の自殺者が出て
いる。このとき裁判所は、従業員を保
護するために必要な措置を同社が取ら
なかったことを確認し、弁解の余地の
ない過失があると認定していた（注３）。
当時の自殺者は管理職や技術職層で
あったが、それから10年が経過し、

製造現場を含めて、幅広い階層の従業
員の職場環境や労働条件が厳しい状態
にある可能性が指摘されている。

管理職だけでなく一般労働者も

　ノルマンディー地方のル・アーヴル
近郊のサンドゥヴィル工場では、２件
の自殺未遂が確認されている。16年
のクリスマスに女性が工場内のトイレ
で、17年４月には40歳前後の男性が、
工場内作業場でそれぞれ首つり自殺を
図った。男性の首には、上司に対する
恨みを記した遺書が巻きつけられてい
た。この二人はいずれも現場労働者
だった（注４）。

競争力強化プランで一人当たり
業務量の増加

　ノルマンディー地方ルーアン近郊の
クレオン工場（エンジン製造）では、
2013年以降10件の自殺及び自殺未遂
が確認されている。
　クレオン工場のCGT代表によると、
5,000人が就労する同工場では2016
年だけで、無期雇用契約CDIの従業
員４人が自殺または自殺未遂を起こし
たという。その背景には、2013年以降、
競争力強化プランに基づいてフランス
国 内 の 従 業 員 が ３ 万4,000人 か ら
8,000人削減され、国内各工場での労
働条件が悪化したと指摘している。経

営改革によって作業場や事務所、メン
テナンス部門は人がまばらで閑散とし
ている一方で、仕事量が過多となり、
職場に書類が山積する状態だという。
2013年の競争力強化プランによって
派遣労働者へ過度に依存している経営
体質を問題視する労組もある（注３）。
　2013年４月、２児の父親である35
歳の従業員は、職場でのストレスや圧
力を指摘する遺書を残して首つり自殺
を図った。同工場のCGT代表によると、
自殺した従業員は、2013年に労使で
合意した競争力強化プランによって、
将来に不安を募らせていたという。こ
の従業員は賃金率の高い夜間勤務に就
いていたが、競争力強化プランに反対
していたため、経営側から昼勤務に変
更させるとの脅しを受けていたという

（注３）。

産業医や企業内委員会による 
問題の指摘も

　パリ近郊のギュイアンクール技術セ
ン タ ー で は、2016年11月23日 夜、
44歳の管理職の技術者が、職場で心
臓発作を起こして死亡した（注５）。こ
の技術者は、従業員規模4,000人弱の
モロッコのタンジェ工場の技術部門の
責任者を務めた経験のある管理職で
あったが、この工場で生産された車の
リコールの責任を問われて、解雇を言
い渡されていたという。手続きのため
の面談中の発作であった。
　リコールは、ルノー・グループの自
動車メーカー・ダシア製の商用車バン
に関するもので、４万3,000台が対象
となった。生産コストを下げるための
部品点数の削減が原因とされている。
CGTは、リコールの責任を企業側が
一人の管理職に押しつけたことが技術
者の死の背景にあると指摘している。

フランス ルノーにおける過労を原因とする死亡・自殺・
自殺未遂に関する調査結果
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同社の衛生・安全・労働条件委員会
（CHSCT）も、解雇のための面談の
ストレスが死因であると結論づけた

（注５）。同社の産業医によって2016年
に作成された複数の報告書を入手した
ル・パリジャン紙は、9,600人の従業
員が就労しているギュイアンクール技
術センターでは、2016年に136件の
過労が認定されていたとする。この件
に関して、多くの部署で従業員は重い
就労の負担を強いられているため、肉
体的・精神的耐性は低下しており、こ
れまで問題が発生していない部署でも
過労死や過労自殺が起こる可能性があ
ると指摘している（注２）。

経営側は仕事との因果関係を認めず

　一方、ルノー経営側は、相次ぐ従業
員の死亡が社内の労働条件の悪化に原
因があるとは認めていない。ル・パリ
ジャン紙によると、経営側は、死亡事
例が個人的な理由によるものであり、
職場の労働条件が原因ではないとして
いる（注２）。
　経営側は、労働の質に関する問題を
話し合うための委員会を設置したこと
を挙げて、会社としては適切に対応し
ていると説明している。2017年１月
には、2013年の競争力強化プランに
代わる新たなプラン（競争力強化プラ
ンAccord Cap 2020）を、代表的労
働 組 合 の う ちCFDT、CFE-CGC、
FOの３労組と合意したことを挙げて、
事業所レベルとともに中央レベルの労
使対話が強化されたことを強調してい
る。2015年以降3,000人を採用し、
2017には1,800人の採用があること
を挙げて、従業員の業務負担軽減の措
置をとっているとする。現在、全工場
労働者の45％が派遣労働者であり、
そこに依存する経営体質が数年続いて

いることも改善すべき問題として認め
ている。2020年までに無期雇用契約
（CDI）の従業員数の増加と生産性
の向上により、派遣労働者の数を半減
させる目標を掲げている（注２）。

一様ではない複数労働組合の見解

　ルノーは複数労働組合があるが、従
業員の自殺に関して同じ見解を示して
いるわけではない。競争力強化プラン
で合意したCFE-CGCとFOは、経営
側に近い認識を持っている（注６）。
　それに対して、CGTや連帯統一民
主労働組合（SUD）は、2013年の競
争力強化プランによる人員削減が従業
員の一人当たりの業務負担を増加させ、
派遣労働者への依存体質を引き起こし、
一連の従業員の自殺につながったと批
判している（注５）。

政府による仕事と自殺に関する調査

　仕事と自殺の因果関係ついて、政府
も調査を行っている。政府が2013年
に政令で設置した「自殺や自殺未遂に
関する研究その防止策のための研究グ
ループ」による成果として、調査第１
回報告書では、自殺と仕事の関連性に
ついて信頼できるデータはないとして
いる（注７）。職場で起きた自殺や自殺
未遂は、原則として労災と見なされ、
職場以外の場合でも、遺書など仕事の
関係性を示す証拠が認められれば労災
と認定される。労災の観点から自殺に
ついて、労働省労働局が行った調査に
よれば、労働局のオーヴェルニュとロ
ワールの管轄区域において2008年と
2009年の間に、28件の職場関連の自
殺が確認された（注８）。

［注］
１　同社ウェブサイト、2017年７月27日付け
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